
営業の概況

当連結会計年度（2017年度）より、適正な資産評価に基
づいた効率経営の実践や当期利益重視の経営管理、財務情
報の国際的な比較可能性の向上による国内外の投資家に対
するアカウンタビリティの強化を目的とし、従来の日本基準に替
えて国際会計基準（以下IFRS）を適用しております。なお、前
連結会計年度の数値は、前期に日本基準で公表した数値を
IFRSに組み替えて表記しております。
当連結会計年度の日本経済は、不透明性があるものの堅
調な海外経済や政府及び日本銀行による各種政策の効果等
により、緩やかな回復基調が続きました。また、個人消費につい
ては、株価上昇など資産効果を背景に富裕層による高額品消
費が好調に推移したものの、消費の二極化の進展や社会保
障費負担の増加に伴う将来不安を背景に節約志向が継続し
たことから、回復傾向は緩慢なものとなりました。
このような状況のもと、当社グループはこれまでの延長線上
ではない「非連続な成長」へと経営の舵を大きく切り、ROE8％
以上の達成を目指し、事業ポートフォリオの再構築に取り組む
べく、“くらしの『あたらしい幸せ』を発明する。”という新しい
グループビジョン実現に向け「2017～2021年度  中期経営
計画」をスタートさせました。その初年度となる当連結会計年度
は、小売業の枠を超えた「マルチサービスリテイラー」としての
発展を目指し、事業領域の拡大とともに既存事業の競争力・
収益力の一段の強化をはかる一方、不採算事業の見極めなど
にスピードを上げて取り組みました。
店舗を核に地域とともに成長するビジネスモデルの構築を目
指す「アーバンドミナント戦略」においては、新たな成長事業と
位置づける「不動産事業」の大型開発を中心に取り組みまし
た。4月には、銀座エリア最大級の商業施設面積約47,000㎡
を誇る革新的なラグジュアリーモール「GINZA SIX（ギンザ 
シックス）」を、さらに11月には、松坂屋上野店南館跡地で開発を
進めてまいりました複合商業施設「上野フロンティアタワー」を
オープンさせました。加えて、本館建替え工事が進行中の大丸

心斎橋店におきましては、隣接する北館の大型核テナントとし
て「パルコ」の導入を決定いたしました。
“あらゆるモノがネットにつながる”IoT時代に向けたICT（イン
ターネット・コミュニケーション・テクノロジー）戦略においては、3
月にグループデジタル戦略部を設置するとともに、ICT戦略推
進部門の責任者に外部人材を登用するなど組織体制の整
備、強化を通じ、「攻め」と「守り」の両面からICT戦略の具現化
に取り組みました。
グループの中核事業である百貨店事業、パルコ事業におい
ては、既存事業の革新に向け店舗の提供価値向上、収益力
向上に取り組みました。百貨店事業においては、新たな編集売
場の導入などマーケット変化に対応した売場改装を実施したほ
か、顧客基盤の拡大、販売サービスの強化に取り組みました。
また、パルコ事業においては、ストアブランドの進化と店舗の魅
力向上をはかるため、新規出店や都心型店舗のスクラップ＆
ビルドを推進するとともに、新生渋谷パルコをはじめとする複数
の商業不動産プロデュースに取り組みました。
新たな事業領域の拡大として、2月には、幼児保育事業に
参入するため、「JFRこどもみらい株式会社」の設立を決定い
たしました。一方、8月には、通販事業を展開する連結子会社、
フォーレスト株式会社の全株式を譲渡いたしました。また、持分
法適用関連会社の株式会社千趣会が今後実施を予定する、
同社の自己株式取得に応じることを決定いたしました。
経営基盤強化に向けた取り組みでは、経営監督機能の強
化、機動的な経営の推進等をはかるため、指名委員会等設置
会社への移行を行い、取締役会有効性評価に基づく取締役
会改革の推進をはじめ、経営人材の強化などガバナンス体制
のさらなる充実をはかりました。あわせて、株主との利益意識の
共有や株主重視の経営意識向上をはかるため、役員報酬にお
いて業績連動性の高い株式対価報酬制度を導入するととも
に、指名委員会、報酬委員会の活動を通じ、透明性・客観性の
高い経営人事機能の強化に取り組みました。また、資産効率
の向上を目指し大丸松坂屋百貨店の基幹店舗において、店
舗B/Sに基づく経営管理を実施いたしました。加えて、フリー

財政状態及び経営成績に関する分析

キャッシュ・フローの増大をはかるため、投資基準と撤退基準に
基づく事業運営により、投資効率向上と収益改善に取り組み
ました。生産性向上を目指した業務改革の取り組みでは、
グループ業務システムを刷新したほか、事務作業の自動化をは
かるRPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）を導入いた
しました。
グループ組織人事改革では、新規事業開発、ICT、法務、
不動産など専門分野における外部人材の登用や、マネジメント
人材、経営人材の育成・強化に取り組みました。また、多様な
就業観やライフステージの変化など働き方の多様化に対応す
るため、大丸松坂屋百貨店、大丸松坂屋セールスアソシエイツ
などにおいて、勤務地を選択できる「エリア限定社員制度」や、
入社後1年を経過した有期雇用の契約社員を原則的に無期
雇用とする「専任社員制度」を導入いたしました。
環境活動においては、エネルギー使用量、包装資材使用量な

どの削減に継続的に取り組みました。また、大丸松坂屋百貨店
の基幹店舗において開催した「ECOFF（エコフ）リサイクル
キャンペーン」では、お客様がご不要になった衣料品・靴・バッ
グなど約46万点を回収し、バイオエタノールなどへの再生利用
をはじめとする循環型社会構築に向けた取り組みを推進いた
しました。社会活動においては、女性の健康支援や東日本大
震災・熊本地震などの震災復興支援として、被災地のこども
育英基金への寄付を通じた次世代育成に継続的に取り組む
とともに、被災地生産者に向けた催しの開催など店舗を活用
した販売機会を提供いたしました。加えて、「障害者の雇用の
促進等に関する法律」に基づく特例子会社としての認定を取
得した「株式会社JFRクリエ」を設立し、業務をスタートさせま
した。

売上収益

売上収益は、パルコ事業で前年実績を下回ったものの、
百貨店事業、不動産事業、クレジット金融事業およびその他で
前年実績を上回り、前連結会計年度に比べ174億10百万円

増の4,699億15百万円となりました。

営業利益

営業利益は、前連結会計年度に比べ78億19百万円増の
495億46百万円となりました。

税引前利益

税引前利益は、前連結会計年度に比べ56億63百万円増
の482億71百万円となりました。

親会社の所有者に帰属する当期利益

親会社の所有者に帰属する当期利益は、前連結会計年度
に比べ14億34百万円増の284億86百万円となりました。

セグメント概況

＜百貨店事業＞
店舗の提供価値向上、収益力向上を目指し、新たな編集売
場の導入などマーケット変化に対応した売場改装を実施いたし
ました。大丸神戸店では、6階を中心としたメンズフロアと7階
リビング売場を20年ぶりにリニューアルいたしました。また、大丸
札幌店では、時計売場の面積を約1.5倍に拡大するとともに、
取り扱いブランドの充実をはかりました。加えて、大丸東京店婦
人服フロアでは、人気ショップのオーナーがプロデュースする衣
食住を編集した大丸・松坂屋初のコンセプト型セレクトゾーンを
オープンさせました。あわせて、外商においては、拡大する富裕層
消費に対応するため新規口座開拓を継続して推進するととも
に、新たな商品・サービスの開発、提案に取り組みました。インバ
ウンドマーケットにおいては、訪日外国人客への対応強化として
モバイル決済が可能な売場を拡大するとともに、店頭における
販売サービスの強化に取り組みました。

〈各セグメント間の取引を含まない売上収益構成〉
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〈各セグメント間の取引を含まない売上収益構成〉

売上収益
（百万円）

百貨店事業
パルコ事業
不動産事業
クレジット金融事業
その他事業

（百万円）
〈各セグメント間の取引を含みます〉

274,308
91,621
13,427
10,176
117,845

百貨店事業

不動産事業

パルコ事業

クレジット
金融事業

その他事業

事業セグメント別の売上収益

（年度）’16 ’17

45
2,
50
5

46
9,
91
5

営業利益
（百万円）

（年度）’16 ’17

41
,7
27 49
,5
46

親会社の所有者に帰属する当期利益

（年度）’16 ’17

27
,0
52

28
,4
86

基本的1株当たり当期利益
（円）（百万円）

（年度）’16 ’17

10
3.
43

10
8.
92

1株当たり配当額
（円）

（年度）’16 ’17

28
.0
0 35

.0
0
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また、大丸創業300周年の節目の年にあたり、さまざまな記念販
促・記念事業に取り組みました。大丸神戸店では、ファッション誌
「ヴォーグ」のショッピングイベントとして「ヴォーグ ファッションズ 
ナイトアウト」を開催いたしました。大丸京都店では、「京都町家プロ
ジェクト」として、京都・祇園に期間限定ショップ「エルメス」を7月
まで9か月にわたって展開し、続いて8月には「ウブロブティック
京都」をオープンさせました。加えて、3月に「未来定番研究所」を
設立し、外部知見との連携強化、インターネットを活用した情報
収集に取り組みました。なお、大丸浦和パルコ店については、営
業赤字が継続しており、競合も激化するなか今後の黒字化は困
難であるとの判断から、7月末日をもって営業を終了いたしました。
以上のような諸施策に取り組みました結果、売上収益は
2,743億8百万円（対前年2.3％増）、営業利益は266億59百
万円（同20.0％増）となりました。

＜パルコ事業＞
パルコのストアブランド進化に向け、東京23区内では渋谷
パルコ以来44年ぶりとなる新規出店として、11月4日、「上野
フロンティアタワー」に「PARCO_ya（パルコヤ）」を開業させ、
オープン後の入店客数、売上は想定を上回り好調に推移いたし
ました。
また、都心型店舗においては、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワー
キング・サービス）による情報拡散効果を意識するなか、福岡
パルコではコト消費に対応した新たなサービステナントの導入、
名古屋パルコではマーケットにおける独自性の構築を目指した
レストランの改装を実施いたしました。エンタテインメント事業にお
いては、『ミニオン大脱走CAFE』を札幌・池袋・名古屋・福岡
パルコで展開し、独自コンテンツの開発により既存店舗の集客
と取扱高増加に貢献するとともに、外部施設への展開など多様
な取り組みを行いました。
商業不動産プロデュースにおいては、4月に東京・東部の
副都心として都市機能のますますの発展と活性化が期待される
墨田区錦糸町の駅前商業施設への出店を決定いたしました。ま
た、5月に新生渋谷パルコの新築工事に着手するとともに、9月

には、大丸心斎橋店北館の核テナントとして「パルコ」を出店す
ることを決定いたしました。
以上のような諸施策に取り組みましたものの、2016年8月に
建替えのため一時休業した渋谷パルコや、同年11月に営業を
終了した千葉パルコの閉鎖影響のほか、8月に大津パルコを閉
店した影響も加わったことから、売上収益は916億21百万円
（対前年2.3％減）、営業利益は117億52百万円（同9.7％減）
となりました。

＜不動産事業＞
4月20日、松坂屋銀座店跡地を含む二街区一体開発として

「GINZA SIX（ギンザ シックス）」をオープンさせました。「GINZA 
SIX」は、フラッグシップストア121ブランドを含む241ブランドを誘
致した商業エリアに加え、文化施設も融合するなど従来の百貨
店とは異なる商業施設として開業し、地域に新たな賑わいを創
出いたしました。また、11月4日には、松坂屋上野店南館跡地に、
松坂屋上野店、PARCO_ya（パルコヤ）、TOHOシネマズ上野、
オフィスを一体的に備える複合商業施設として、「上野フロンティア
タワー」をオープンさせました。開業を機に大丸松坂屋百貨店が
所有する周辺店舗を総称し、「シタマチ.フロント」と名付けて発信
するとともに、百貨店・パルコとのイベント共催、地域や商店会と
連携したエリアプロモーションの実施など、魅力的な街づくりと新
たな来街者の創出に取り組みました。
以上のような諸施策に取り組みました結果、売上収益は134
億27百万円（対前年168.3％増）、営業利益は41億31百万
円（同1,085.4％増）となりました。

＜クレジット金融事業＞
会員数の拡大に伴う年会費収入に加え、加盟店手数料収
入、割賦販売利息収入が増加したものの、セキュリティ対策費
などの販売費及び一般管理費が増加したことから、売上収益は
101億76百万円（対前年3.3％増）、営業利益は27億42百万
円（同4.0％減）となりました。

＜その他＞
建装工事請負業のＪ．フロント建装は、前年度に大型物件の
計上が増加した反動から減収となりましたものの、卸売業の
大丸興業は、電子デバイス部門が好調に推移したことから増収
増益となり、人材派遣業のディンプルは、グループ外企業からの
受託契約増加に伴い売上が拡大いたしましたことから、売上収
益は、1,178億45百万円（対前年2.8％増）、営業利益は47億
44百万円（同59.1％増）となりました。

財政状態

財政状態につきましては、資産効率、資金効率向上の観点か
らグループ保有資産の有効活用に努めるとともに、グループ資
金一元管理を推進するなど財務体質強化への取り組みを進め
た結果、資産合計は1兆223億48百万円となり、前連結会計
年度末に比べ172億79百万円増加いたしました。一方、負債
合計は5,714億60百万円となり、前連結会計年度末に比べ
121億65百万円減少いたしました。なお、有利子負債残高は
1,842億2百万円となり、前連結会計年度末に比べ217億50
百万円減少いたしました。
資本合計は4,508億87百万円となり、前連結会計年度末に
比べ294億43百万円増加いたしました。
これらの結果、資産合計営業利益率（ROA）は、4.9％、親会
社所有者帰属持分比率は、38.7％となりました。

キャッシュ・フロー

当社グループは、事業活動のための適切な資金確保、流動
性の維持並びに健全な財政状況を目指し、安定的な営業キャッ
シュ・フローの創出、幅広い資金調達手段の確保に努めており
ます。
また、当社グループの成長を維持するために将来必要な運転
資金及び設備投資、投融資資金は、主に手許資金と営業活動
によるキャッシュ・フローに加え、社債の発行及び金融機関から
の借入などにより調達しております。
当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれら

の要因は次のとおりであります。
「営業活動によるキャッシュ・フロー」は570億79百万円の収
入となりました。前連結会計年度との比較では、渋谷パルコの再
開発事業に伴う前受金の受領による収入などにより233億15
百万円の収入増となりました。
「投資活動によるキャッシュ・フロー」は190億30百万円の支
出となりました。前連結会計年度との比較では、有形固定資産
の取得による支出の減少や子会社株式の売却による収入など
により89億22百万円の支出減となりました。
「財務活動によるキャッシュ・フロー」は310億48百万円の支
出となりました。前連結会計年度との比較では、社債発行による

収入がある一方、社債及びコマーシャル・ペーパーを償還したこ
となどにより289億51百万円の支出増となりました。
この結果、当連結会計年度末における「現金及び現金同等
物」は、前連結会計年度末に比べ70億16百万円増の388億
83百万円となりました。
今後も、利益水準やキャッシュ・フローの動向等を考慮し、適
切な利益配分や設備投資を行っていく予定であります。

利益配分に関する基本方針および配当

当社は、健全な財務体質の維持・向上を図りつつ、利益水
準、今後の設備投資、キャッシュ・フローの動向等を勘案し、連結
配当性向30％以上を目処に適切な利益還元を行うことを基本
方針としております。また、資本効率の向上及び機動的な資本
政策の遂行などを目的として自己株式の取得も適宜検討してま
いります。
内部留保につきましては、営業力を強化するための店舗改装
投資や事業拡大投資、財務体質の強化などに活用し、企業価
値の向上を図っていく所存であります。
なお、当期の配当は、中間配当16円（普通配当15円、記念
配当1円）を加えた年間配当35円といたしました。
また、次期の配当につきましては、中間配当17円に期末配当
18円を加えた年間35円を予定しております。

事業等のリスク

当社グループはリスクを環境変化の中での「不確実性」と定
義し、プラス面（機会）、マイナス面（脅威）の両面があるとしてい
ます。従って、マイナス面のリスク（不確実性）に対して適切にリ
スクヘッジする一方、マーケットの変化を見極め、プラス面のリス
ク（不確実性）に対して積極的なリスクテイクができれば今後の
企業の持続的成長につながると考えています。
当社グループは、リスクマネジメント委員会を開催し、定期的に

リスク（不確実性）について論議し、リスク（不確実性）の洗い出
し及び評価を行い、優先順位をつけて戦略に反映すると共に、
個別の対応策の立案・実施・モニタリングを行っています。
リスクマネジメント委員会において当社を取り巻くリスク（不確
実性）として、「戦略リスク」「ファイナンスリスク」「オペレーション
リスク」「ハザードリスク」の4つのカテゴリーから138項目のリスク
（不確実性）を当社グループにおけるリスク（不確実性）として認
識しました。
138項目のリスク（不確実性）の中で、投資家の判断に重要

な影響を及ぼす可能性のあるリスク（不確実性）22項目を抽出
し、そのうち当社グループへの影響が特に大きいと考える15項
目は「企業リスク」として優先的に取り組んでいます。
今回、15項目の「企業リスク」の中で最重要と考える6項目の

「企業リスク」の内容を記載しています。

資産合計
（百万円）

（年度）’16 ’17

1,
00
5,
06
9

1,
02
2,
34
8

資本合計

（年度）’16 ’17

（百万円）

42
1,
44
4

45
0,
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7
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また、大丸創業300周年の節目の年にあたり、さまざまな記念販
促・記念事業に取り組みました。大丸神戸店では、ファッション誌
「ヴォーグ」のショッピングイベントとして「ヴォーグ ファッションズ 
ナイトアウト」を開催いたしました。大丸京都店では、「京都町家プロ
ジェクト」として、京都・祇園に期間限定ショップ「エルメス」を7月
まで9か月にわたって展開し、続いて8月には「ウブロブティック
京都」をオープンさせました。加えて、3月に「未来定番研究所」を
設立し、外部知見との連携強化、インターネットを活用した情報
収集に取り組みました。なお、大丸浦和パルコ店については、営
業赤字が継続しており、競合も激化するなか今後の黒字化は困
難であるとの判断から、7月末日をもって営業を終了いたしました。
以上のような諸施策に取り組みました結果、売上収益は
2,743億8百万円（対前年2.3％増）、営業利益は266億59百
万円（同20.0％増）となりました。

＜パルコ事業＞
パルコのストアブランド進化に向け、東京23区内では渋谷
パルコ以来44年ぶりとなる新規出店として、11月4日、「上野
フロンティアタワー」に「PARCO_ya（パルコヤ）」を開業させ、
オープン後の入店客数、売上は想定を上回り好調に推移いたし
ました。
また、都心型店舗においては、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワー
キング・サービス）による情報拡散効果を意識するなか、福岡
パルコではコト消費に対応した新たなサービステナントの導入、
名古屋パルコではマーケットにおける独自性の構築を目指した
レストランの改装を実施いたしました。エンタテインメント事業にお
いては、『ミニオン大脱走CAFE』を札幌・池袋・名古屋・福岡
パルコで展開し、独自コンテンツの開発により既存店舗の集客
と取扱高増加に貢献するとともに、外部施設への展開など多様
な取り組みを行いました。
商業不動産プロデュースにおいては、4月に東京・東部の
副都心として都市機能のますますの発展と活性化が期待される
墨田区錦糸町の駅前商業施設への出店を決定いたしました。ま
た、5月に新生渋谷パルコの新築工事に着手するとともに、9月

には、大丸心斎橋店北館の核テナントとして「パルコ」を出店す
ることを決定いたしました。
以上のような諸施策に取り組みましたものの、2016年8月に
建替えのため一時休業した渋谷パルコや、同年11月に営業を
終了した千葉パルコの閉鎖影響のほか、8月に大津パルコを閉
店した影響も加わったことから、売上収益は916億21百万円
（対前年2.3％減）、営業利益は117億52百万円（同9.7％減）
となりました。

＜不動産事業＞
4月20日、松坂屋銀座店跡地を含む二街区一体開発として

「GINZA SIX（ギンザ シックス）」をオープンさせました。「GINZA 
SIX」は、フラッグシップストア121ブランドを含む241ブランドを誘
致した商業エリアに加え、文化施設も融合するなど従来の百貨
店とは異なる商業施設として開業し、地域に新たな賑わいを創
出いたしました。また、11月4日には、松坂屋上野店南館跡地に、
松坂屋上野店、PARCO_ya（パルコヤ）、TOHOシネマズ上野、
オフィスを一体的に備える複合商業施設として、「上野フロンティア
タワー」をオープンさせました。開業を機に大丸松坂屋百貨店が
所有する周辺店舗を総称し、「シタマチ.フロント」と名付けて発信
するとともに、百貨店・パルコとのイベント共催、地域や商店会と
連携したエリアプロモーションの実施など、魅力的な街づくりと新
たな来街者の創出に取り組みました。
以上のような諸施策に取り組みました結果、売上収益は134
億27百万円（対前年168.3％増）、営業利益は41億31百万
円（同1,085.4％増）となりました。

＜クレジット金融事業＞
会員数の拡大に伴う年会費収入に加え、加盟店手数料収
入、割賦販売利息収入が増加したものの、セキュリティ対策費
などの販売費及び一般管理費が増加したことから、売上収益は
101億76百万円（対前年3.3％増）、営業利益は27億42百万
円（同4.0％減）となりました。

＜その他＞
建装工事請負業のＪ．フロント建装は、前年度に大型物件の
計上が増加した反動から減収となりましたものの、卸売業の
大丸興業は、電子デバイス部門が好調に推移したことから増収
増益となり、人材派遣業のディンプルは、グループ外企業からの
受託契約増加に伴い売上が拡大いたしましたことから、売上収
益は、1,178億45百万円（対前年2.8％増）、営業利益は47億
44百万円（同59.1％増）となりました。

財政状態

財政状態につきましては、資産効率、資金効率向上の観点か
らグループ保有資産の有効活用に努めるとともに、グループ資
金一元管理を推進するなど財務体質強化への取り組みを進め
た結果、資産合計は1兆223億48百万円となり、前連結会計
年度末に比べ172億79百万円増加いたしました。一方、負債
合計は5,714億60百万円となり、前連結会計年度末に比べ
121億65百万円減少いたしました。なお、有利子負債残高は
1,842億2百万円となり、前連結会計年度末に比べ217億50
百万円減少いたしました。
資本合計は4,508億87百万円となり、前連結会計年度末に
比べ294億43百万円増加いたしました。
これらの結果、資産合計営業利益率（ROA）は、4.9％、親会
社所有者帰属持分比率は、38.7％となりました。

キャッシュ・フロー

当社グループは、事業活動のための適切な資金確保、流動
性の維持並びに健全な財政状況を目指し、安定的な営業キャッ
シュ・フローの創出、幅広い資金調達手段の確保に努めており
ます。
また、当社グループの成長を維持するために将来必要な運転
資金及び設備投資、投融資資金は、主に手許資金と営業活動
によるキャッシュ・フローに加え、社債の発行及び金融機関から
の借入などにより調達しております。
当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれら

の要因は次のとおりであります。
「営業活動によるキャッシュ・フロー」は570億79百万円の収
入となりました。前連結会計年度との比較では、渋谷パルコの再
開発事業に伴う前受金の受領による収入などにより233億15
百万円の収入増となりました。
「投資活動によるキャッシュ・フロー」は190億30百万円の支
出となりました。前連結会計年度との比較では、有形固定資産
の取得による支出の減少や子会社株式の売却による収入など
により89億22百万円の支出減となりました。
「財務活動によるキャッシュ・フロー」は310億48百万円の支
出となりました。前連結会計年度との比較では、社債発行による

収入がある一方、社債及びコマーシャル・ペーパーを償還したこ
となどにより289億51百万円の支出増となりました。
この結果、当連結会計年度末における「現金及び現金同等
物」は、前連結会計年度末に比べ70億16百万円増の388億
83百万円となりました。
今後も、利益水準やキャッシュ・フローの動向等を考慮し、適
切な利益配分や設備投資を行っていく予定であります。

利益配分に関する基本方針および配当

当社は、健全な財務体質の維持・向上を図りつつ、利益水
準、今後の設備投資、キャッシュ・フローの動向等を勘案し、連結
配当性向30％以上を目処に適切な利益還元を行うことを基本
方針としております。また、資本効率の向上及び機動的な資本
政策の遂行などを目的として自己株式の取得も適宜検討してま
いります。
内部留保につきましては、営業力を強化するための店舗改装
投資や事業拡大投資、財務体質の強化などに活用し、企業価
値の向上を図っていく所存であります。
なお、当期の配当は、中間配当16円（普通配当15円、記念
配当1円）を加えた年間配当35円といたしました。
また、次期の配当につきましては、中間配当17円に期末配当
18円を加えた年間35円を予定しております。

事業等のリスク

当社グループはリスクを環境変化の中での「不確実性」と定
義し、プラス面（機会）、マイナス面（脅威）の両面があるとしてい
ます。従って、マイナス面のリスク（不確実性）に対して適切にリ
スクヘッジする一方、マーケットの変化を見極め、プラス面のリス
ク（不確実性）に対して積極的なリスクテイクができれば今後の
企業の持続的成長につながると考えています。
当社グループは、リスクマネジメント委員会を開催し、定期的に

リスク（不確実性）について論議し、リスク（不確実性）の洗い出
し及び評価を行い、優先順位をつけて戦略に反映すると共に、
個別の対応策の立案・実施・モニタリングを行っています。
リスクマネジメント委員会において当社を取り巻くリスク（不確
実性）として、「戦略リスク」「ファイナンスリスク」「オペレーション
リスク」「ハザードリスク」の4つのカテゴリーから138項目のリスク
（不確実性）を当社グループにおけるリスク（不確実性）として認
識しました。
138項目のリスク（不確実性）の中で、投資家の判断に重要

な影響を及ぼす可能性のあるリスク（不確実性）22項目を抽出
し、そのうち当社グループへの影響が特に大きいと考える15項
目は「企業リスク」として優先的に取り組んでいます。
今回、15項目の「企業リスク」の中で最重要と考える6項目の

「企業リスク」の内容を記載しています。

資産合計
（百万円）

（年度）’16 ’17

1,
00
5,
06
9

1,
02
2,
34
8

資本合計

（年度）’16 ’17

（百万円）

42
1,
44
4

45
0,
88
7
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また、6項目以外の「企業リスク」である「既存事業の成熟に
係るリスク」「人材・要員構造に係るリスク」「モノ消費からコト消
費への移行に係るリスク」「都市回帰と地方・郊外の縮小に係
るリスク」「新規参入による競合に係るリスク」「取引先の転換に
係るリスク」「外国人の拡大に係るリスク」「不祥事に係るリスク」
等があり、今回記載していませんが、6項目のリスク（不確実性）
同様に戦略課題として取り組んでいます。
なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末
現在において当社グループが判断したものであり、国内外の経
済情勢等により影響を受ける可能性があり、事業等のリスク（不
確実性）はこれらに限られるものではありません。

企業リスク（最重要リスク）

①消費増税、五輪後の不況発生に係るリスク
2019年の消費増税による消費不況や、オリンピック開催後

の反動不況など、直近に複合的な不況が起こる可能性は高く、
駆け込み需要や買い控え対策などへの対応策を早期に構築す
ることが出来なければ脅威となります。
一方で、政策変更や法的規制の施行及び緩和・撤廃は視点

を変えれば機会となります。例えば消費税増税による教育費の
無償化は、教育費から一般消費への出費の振替など、若年層
夫婦世帯の消費拡大につながる可能性があります。このように
リスクを捉える視点を変え、発想を転換することで当社グループ
の新たな消費者獲得の機会に転換することが可能となります。

②顧客の変化、特に少子高齢化・長寿命化に係るリスク
少子高齢化、長寿命化は今後確実に実現する最大の環境
変化であり、近い将来「人生100年時代」となることは確実です。
この大きな変化への対応は不可欠であり、かつ競合との競争激
化が必至であることから対応が後手に回れば脅威となります。
一方で、少子高齢化・長寿命化に伴う高齢者市場のマーケット
規模の拡大は確実です。この大きなマーケットの変化に対応するた
めに、当社グループとして、早期にテクノロジーを活用した新しい顧
客情報基盤の構築・活用により、ライフスタイルの変化に適応した
品揃えやサービスの拡大ができれば成長の機会が拡大します。

③所得の二極化に係るリスク
一億総中流幻想は消滅し、所得が二極化することにより、既
存事業を支えてきた従来の中間層の減少は避けられず、ビジネ
スモデルの転換をはかることが出来なければ脅威となります。
一方で、当社グループが得意としている富裕層マーケットのポ

テンシャルを再定義し、外商部門の活動範囲を量的・質的に拡
大することと、物販だけではなくハイエンドなサービスまで提供で
きれば新しい成長の機会が拡大します。苦戦している中間層
マーケットは、従来型のボリューム売場を圧縮し、中間層マーケッ
トのニーズに対応する新しい商材・サービスを導入することがで

きれば再成長の機会が拡大します。同時に、一人の消費者が
様々な消費行動を行うという「一人二極化消費」への対応も重
要となります。こうした消費の変化を的確に捉えるために、過去の
消費の延長線上の顧客セグメントから脱し、新たな顧客が持つ
新しい消費行動に対応できる商材、サービス、販売方法などが
構築できれば成長の機会が拡大します。

④シェアリングエコノミーの進展に係るリスク
シェアリングエコノミーの進展に伴い、所有資産の共有化と活
用に伴う資産価値の向上は大きな消費の流れであり、今後さら
に拡大していくことは確実です。それに伴い、当社グループの中
核事業である物販に関わるマーケットを侵食され大きな脅威とな
る可能性があります。
一方で、既存の物販に加えて、商品のシェアリングへの取り組

みや、当社グループが所有する都心立地の活用に向け、オフィ
ス、ショールーム、エンターテイメント施設、公共施設利用など、さ
まざまな潜在需要を掘り起こすことができれば当社グループの資
産の使用価値が向上し成長の機会が拡大します。
また、シェアリングエコノミーが雇用に与える影響も大きく、プロ

フェッショナル人材などをはじめとした雇用を前提としない人事制
度に対応できる体制を構築することで働き方改革につなげるこ
とが可能となります。

⑤テクノロジーの進化に係るリスク
テクノロジーの進化のスピードは加速度的に上がっており、サ

イバーテロなどの懸念すべき事案が多発していることもありテク
ノロジーの進化に合わせたデジタルセキュリティに対する取り組
みを確実に強化しなければ脅威となります。またテクノロジーの進
化によるRPA（Robotic Process Automation）などの活用に
よる生産性の向上に乗り遅れれば脅威となります。
一方で、テクノロジーを既存のビジネスと組み合わせ、新たなビ

ジネスモデルへと転換できれば成功につながる機会が拡大しま
す。デジタルを活用した顧客基盤の構築による顧客生涯価値の
最大化や、顧客IDに紐付く支払等のデータを活用し、新たな価
値を生み出すことでマネタイズするビジネスモデルの構築、店頭
の決済機能の進化への対応による利便性の向上などによる店
頭売上の拡大が実現できれば成長に向けた機会が拡大します。

⑥CSRの重要性アップに係るリスク
企業価値の主要な要素としてESG視点のCSRへの取り組み

の重要性は今後益々高まることは避けられず、環境、社会、ガバナ
ンスの3つの課題への対応は必須となります。なかでも環境問題
への対応は企業としては決して避けては通れない課題であり、グ
ループとしての推進が遅延することになれば大きな脅威となります。
一方で、従来型CSRの考え方の範疇に留まらず「CSV（Creating 

Shared Value）共通価値の創造」の発想へ転換し、企業活動を
通じた社会的課題の解決が出来れば、売上の拡大に加え、顧

客及び投資家に対するレピュテーションの向上に結びつけること
ができ当社グループの持続的成長に向けた機会が拡大します。

その他重要リスク

①減損に係るリスク
当社グループは、事業活動上、店舗用土地・建物を始めとす

る事業用固定資産を保有しています。これらの資産につき経済
状況の悪化や競合状況の激化などにより収益性の低下や地
価の下落が発生した場合、減損を認識しなければならず、当社グ
ループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
一方で、事業活動を推進するに当たり減損リスクを意識する

ことで、資産収益性を高める取組みを加速し、結果としてキャッ
シュフロー創出力を高めることにつながる可能性があります。

②資金調達に係るリスク
当社グループは、出店、改装、Ｍ＆Ａ等に関する資金を金融機
関からの借入及び社債・コマーシャルペーパーの発行などにより
金融市場からの直接調達しています。金融市場の変化やその
他の要因により、金融機関が貸付枠や信用供与枠額などの条
件を変更した場合や、当社グループの財政状態が悪化し格付
機関が信用格付を大幅に引き下げた場合、経済不況により投
資家の意欲が減退した場合などには、当社グループが必要な資
金を必要な時期に適切と考える条件で調達できず、資金調達が
制限されると共に資金調達コストが増加する可能性があります。
一方で、資金管理を的確に行うとともに金融機関からの借入

や金融市場からの直接調達のポートフォリオを適切に組むことで
効率的・効果的な資金調達を実現することが可能となります。

③金利の変動に係るリスク
当社グループは金融債権や有利子負債を保有しており、それ

らの金利の変動は、支払利息や受取利息、金融資産・負債の
価値に影響し、当社グループの業績および財務状況が悪化す
る可能性があります。
一方で、長期金融や有利子負債のポートフォリオマネジメント

を適切に行うことにより支払い利息の削減や受取利息の増加、
金融資産の拡大につなげることに取り組んでいます。

④株式相場の変動に係るリスク
当社グループは金融資産の一部として国内企業等の株式を
保有していますが、株価下落などの株式価値の減少により、親
会社の所有者に帰属する部分が減少する可能性があります。ま
た当社グループのお得意様営業の中核である富裕層の資産減
少にもつながる事からお得意様営業関連の売上が減少する可
能性があります。
一方で、保有株式のポートフォリオマネジメントを適切に行うこ

とで、株式価値の変動影響額を最小限に押さえることが可能と

なります。

⑤為替の変動に係るリスク
当社グループの取引先には、為替変動の影響を受ける海外ブ

ランドが多数あります。したがって、為替相場の動向により店頭の
商品価格が変動し、業績が悪化する可能性があります。また、中国
をはじめとする訪日外国人の来店客数及び購入金額は為替相場
の変動に影響を受け店舗の売上が減少する可能性があります。
一方で海外ブランドの取引先を分散することや、海外ブランド

と国内ブランドの適切な店頭展開のバランスを取ること、インバ
ウンド向け品揃え、サービスを拡充することで店頭の魅力化とそ
れに伴う業績の向上につなげることが可能となります。

⑥情報管理に係るリスク
当社グループはお客様からお預かりしている個人情報を取り
扱っており、また他企業等の機密情報を受け取ることがあります
が、これらの情報が不正または過失により外部に流出する可能
性があります。
また当社グループの営業機密が不正または過失により流出
する危険もあり、その結果当社グループの業績及び財務状況に
影響を及ぼす可能性があります。

⑦法規制及び法改正に係るリスク
当社グループは大規模小売店舗の出店、独占禁止、下請取

引、消費者保護、各種規制、環境リサイクル関連等において法
規制の適用を受けています。
こうした法律、規制、政策、会計基準等の新たな施行、変更お
よびその影響を予測することは困難であり、これらの法規制や法
改正により、事業活動が制限を受ける場合、費用の増加や売上
収益の減少を招き、当社グループの業績及び財務状況に影響
を及ぼす可能性があります。

⑧災害等に係るリスク
当社グループの本社および主要な店舗等は国内にあり、地
震、津波等の自然災害、火災、停電等の事故、テロ行為等の違
法行為等により事業活動の停止や施設の改修に多額の費用
が発生した場合、当社グループの業績及び財務状況に影響を
及ぼす可能性があります。
加えて、ソフトウエア・ハードウエアの欠陥、コンピュータウィル

スやネットワークへの不正侵入などによりシステム障害が発生し
た場合、事業運営に支障をきたすことにより当社グループの業
績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
一方、過去の経験に根ざしたグループにおけるＢＣＰ計画の
確立や自然災害に対応できる店舗作り、グループ全体でのデジ
タルセキュリティ対策の構築を進めることができれば影響を最小
化することが可能となり、同時に次の災害に対する備えを高度
化することができます。
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また、6項目以外の「企業リスク」である「既存事業の成熟に
係るリスク」「人材・要員構造に係るリスク」「モノ消費からコト消
費への移行に係るリスク」「都市回帰と地方・郊外の縮小に係
るリスク」「新規参入による競合に係るリスク」「取引先の転換に
係るリスク」「外国人の拡大に係るリスク」「不祥事に係るリスク」
等があり、今回記載していませんが、6項目のリスク（不確実性）
同様に戦略課題として取り組んでいます。
なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末
現在において当社グループが判断したものであり、国内外の経
済情勢等により影響を受ける可能性があり、事業等のリスク（不
確実性）はこれらに限られるものではありません。

企業リスク（最重要リスク）

①消費増税、五輪後の不況発生に係るリスク
2019年の消費増税による消費不況や、オリンピック開催後

の反動不況など、直近に複合的な不況が起こる可能性は高く、
駆け込み需要や買い控え対策などへの対応策を早期に構築す
ることが出来なければ脅威となります。
一方で、政策変更や法的規制の施行及び緩和・撤廃は視点

を変えれば機会となります。例えば消費税増税による教育費の
無償化は、教育費から一般消費への出費の振替など、若年層
夫婦世帯の消費拡大につながる可能性があります。このように
リスクを捉える視点を変え、発想を転換することで当社グループ
の新たな消費者獲得の機会に転換することが可能となります。

②顧客の変化、特に少子高齢化・長寿命化に係るリスク
少子高齢化、長寿命化は今後確実に実現する最大の環境
変化であり、近い将来「人生100年時代」となることは確実です。
この大きな変化への対応は不可欠であり、かつ競合との競争激
化が必至であることから対応が後手に回れば脅威となります。
一方で、少子高齢化・長寿命化に伴う高齢者市場のマーケット
規模の拡大は確実です。この大きなマーケットの変化に対応するた
めに、当社グループとして、早期にテクノロジーを活用した新しい顧
客情報基盤の構築・活用により、ライフスタイルの変化に適応した
品揃えやサービスの拡大ができれば成長の機会が拡大します。

③所得の二極化に係るリスク
一億総中流幻想は消滅し、所得が二極化することにより、既
存事業を支えてきた従来の中間層の減少は避けられず、ビジネ
スモデルの転換をはかることが出来なければ脅威となります。
一方で、当社グループが得意としている富裕層マーケットのポ

テンシャルを再定義し、外商部門の活動範囲を量的・質的に拡
大することと、物販だけではなくハイエンドなサービスまで提供で
きれば新しい成長の機会が拡大します。苦戦している中間層
マーケットは、従来型のボリューム売場を圧縮し、中間層マーケッ
トのニーズに対応する新しい商材・サービスを導入することがで

きれば再成長の機会が拡大します。同時に、一人の消費者が
様々な消費行動を行うという「一人二極化消費」への対応も重
要となります。こうした消費の変化を的確に捉えるために、過去の
消費の延長線上の顧客セグメントから脱し、新たな顧客が持つ
新しい消費行動に対応できる商材、サービス、販売方法などが
構築できれば成長の機会が拡大します。

④シェアリングエコノミーの進展に係るリスク
シェアリングエコノミーの進展に伴い、所有資産の共有化と活
用に伴う資産価値の向上は大きな消費の流れであり、今後さら
に拡大していくことは確実です。それに伴い、当社グループの中
核事業である物販に関わるマーケットを侵食され大きな脅威とな
る可能性があります。
一方で、既存の物販に加えて、商品のシェアリングへの取り組

みや、当社グループが所有する都心立地の活用に向け、オフィ
ス、ショールーム、エンターテイメント施設、公共施設利用など、さ
まざまな潜在需要を掘り起こすことができれば当社グループの資
産の使用価値が向上し成長の機会が拡大します。
また、シェアリングエコノミーが雇用に与える影響も大きく、プロ

フェッショナル人材などをはじめとした雇用を前提としない人事制
度に対応できる体制を構築することで働き方改革につなげるこ
とが可能となります。

⑤テクノロジーの進化に係るリスク
テクノロジーの進化のスピードは加速度的に上がっており、サ

イバーテロなどの懸念すべき事案が多発していることもありテク
ノロジーの進化に合わせたデジタルセキュリティに対する取り組
みを確実に強化しなければ脅威となります。またテクノロジーの進
化によるRPA（Robotic Process Automation）などの活用に
よる生産性の向上に乗り遅れれば脅威となります。
一方で、テクノロジーを既存のビジネスと組み合わせ、新たなビ

ジネスモデルへと転換できれば成功につながる機会が拡大しま
す。デジタルを活用した顧客基盤の構築による顧客生涯価値の
最大化や、顧客IDに紐付く支払等のデータを活用し、新たな価
値を生み出すことでマネタイズするビジネスモデルの構築、店頭
の決済機能の進化への対応による利便性の向上などによる店
頭売上の拡大が実現できれば成長に向けた機会が拡大します。

⑥CSRの重要性アップに係るリスク
企業価値の主要な要素としてESG視点のCSRへの取り組み

の重要性は今後益々高まることは避けられず、環境、社会、ガバナ
ンスの3つの課題への対応は必須となります。なかでも環境問題
への対応は企業としては決して避けては通れない課題であり、グ
ループとしての推進が遅延することになれば大きな脅威となります。
一方で、従来型CSRの考え方の範疇に留まらず「CSV（Creating 

Shared Value）共通価値の創造」の発想へ転換し、企業活動を
通じた社会的課題の解決が出来れば、売上の拡大に加え、顧

客及び投資家に対するレピュテーションの向上に結びつけること
ができ当社グループの持続的成長に向けた機会が拡大します。

その他重要リスク

①減損に係るリスク
当社グループは、事業活動上、店舗用土地・建物を始めとす

る事業用固定資産を保有しています。これらの資産につき経済
状況の悪化や競合状況の激化などにより収益性の低下や地
価の下落が発生した場合、減損を認識しなければならず、当社グ
ループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
一方で、事業活動を推進するに当たり減損リスクを意識する

ことで、資産収益性を高める取組みを加速し、結果としてキャッ
シュフロー創出力を高めることにつながる可能性があります。

②資金調達に係るリスク
当社グループは、出店、改装、Ｍ＆Ａ等に関する資金を金融機
関からの借入及び社債・コマーシャルペーパーの発行などにより
金融市場からの直接調達しています。金融市場の変化やその
他の要因により、金融機関が貸付枠や信用供与枠額などの条
件を変更した場合や、当社グループの財政状態が悪化し格付
機関が信用格付を大幅に引き下げた場合、経済不況により投
資家の意欲が減退した場合などには、当社グループが必要な資
金を必要な時期に適切と考える条件で調達できず、資金調達が
制限されると共に資金調達コストが増加する可能性があります。
一方で、資金管理を的確に行うとともに金融機関からの借入

や金融市場からの直接調達のポートフォリオを適切に組むことで
効率的・効果的な資金調達を実現することが可能となります。

③金利の変動に係るリスク
当社グループは金融債権や有利子負債を保有しており、それ

らの金利の変動は、支払利息や受取利息、金融資産・負債の
価値に影響し、当社グループの業績および財務状況が悪化す
る可能性があります。
一方で、長期金融や有利子負債のポートフォリオマネジメント

を適切に行うことにより支払い利息の削減や受取利息の増加、
金融資産の拡大につなげることに取り組んでいます。

④株式相場の変動に係るリスク
当社グループは金融資産の一部として国内企業等の株式を
保有していますが、株価下落などの株式価値の減少により、親
会社の所有者に帰属する部分が減少する可能性があります。ま
た当社グループのお得意様営業の中核である富裕層の資産減
少にもつながる事からお得意様営業関連の売上が減少する可
能性があります。
一方で、保有株式のポートフォリオマネジメントを適切に行うこ

とで、株式価値の変動影響額を最小限に押さえることが可能と

なります。

⑤為替の変動に係るリスク
当社グループの取引先には、為替変動の影響を受ける海外ブ

ランドが多数あります。したがって、為替相場の動向により店頭の
商品価格が変動し、業績が悪化する可能性があります。また、中国
をはじめとする訪日外国人の来店客数及び購入金額は為替相場
の変動に影響を受け店舗の売上が減少する可能性があります。
一方で海外ブランドの取引先を分散することや、海外ブランド

と国内ブランドの適切な店頭展開のバランスを取ること、インバ
ウンド向け品揃え、サービスを拡充することで店頭の魅力化とそ
れに伴う業績の向上につなげることが可能となります。

⑥情報管理に係るリスク
当社グループはお客様からお預かりしている個人情報を取り
扱っており、また他企業等の機密情報を受け取ることがあります
が、これらの情報が不正または過失により外部に流出する可能
性があります。
また当社グループの営業機密が不正または過失により流出
する危険もあり、その結果当社グループの業績及び財務状況に
影響を及ぼす可能性があります。

⑦法規制及び法改正に係るリスク
当社グループは大規模小売店舗の出店、独占禁止、下請取

引、消費者保護、各種規制、環境リサイクル関連等において法
規制の適用を受けています。
こうした法律、規制、政策、会計基準等の新たな施行、変更お
よびその影響を予測することは困難であり、これらの法規制や法
改正により、事業活動が制限を受ける場合、費用の増加や売上
収益の減少を招き、当社グループの業績及び財務状況に影響
を及ぼす可能性があります。

⑧災害等に係るリスク
当社グループの本社および主要な店舗等は国内にあり、地
震、津波等の自然災害、火災、停電等の事故、テロ行為等の違
法行為等により事業活動の停止や施設の改修に多額の費用
が発生した場合、当社グループの業績及び財務状況に影響を
及ぼす可能性があります。
加えて、ソフトウエア・ハードウエアの欠陥、コンピュータウィル

スやネットワークへの不正侵入などによりシステム障害が発生し
た場合、事業運営に支障をきたすことにより当社グループの業
績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
一方、過去の経験に根ざしたグループにおけるＢＣＰ計画の
確立や自然災害に対応できる店舗作り、グループ全体でのデジ
タルセキュリティ対策の構築を進めることができれば影響を最小
化することが可能となり、同時に次の災害に対する備えを高度
化することができます。
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連結財政状態計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

連結損益計算書及び連結包括利益計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

連結損益計算書

連結包括利益計算書

2016年3月1日、2017年2月28日及び2018年2月28日現在

資産
流動資産
現金及び現金同等物
営業債権及びその他の債権
その他の金融資産
棚卸資産
その他の流動資産
売却目的で保有する資産
流動資産合計

非流動資産
有形固定資産
のれん
投資不動産
無形資産
持分法で会計処理されている投資
その他の金融資産
繰延税金資産
その他の非流動資産
非流動資産合計

資産合計

負債及び資本
負債
流動負債
社債及び借入金
営業債務及びその他の債務
その他の金融負債
未払法人所得税等
引当金
その他の流動負債
流動負債合計

非流動負債
社債及び借入金
その他の金融負債
退職給付に係る負債
引当金
繰延税金負債
その他の非流動負債
非流動負債合計

負債合計
資本
資本金
資本剰余金
自己株式
その他の資本の構成要素
利益剰余金
親会社の所有者に帰属する持分合計
非支配持分
資本合計

負債及び資本合計

単位：百万円

31,867
122,703

5,852
34,332

5,462
1,049

201,268

459,979
534

189,013
3,426

26,033
94,840

8,974
20,998

803,800
1,005,069

101,229
143,711

31,419
7,117
2,177

54,407
340,062

104,722
32,217
31,760

5,158
57,868
11,836

243,562
583,625

30,000
209,551
△11,281

12,610
127,690
368,571

52,872
421,444

1,005,069

2017年

28,149
117,545

5,947
27,853

8,112
－

187,608

455,375
568

179,442
2,912

26,171
93,941
11,005
14,794

784,211
971,820

89,148
145,537

32,822
8,322
1,826

52,636
330,295

109,885
35,003
32,894

5,193
58,805

4,942
246,724
577,019

30,000
209,565
△11,286

11,615
104,615
344,510

50,290
394,800
971,820

2016年（IFRS移行）

38,883
125,649

4,067
33,755

6,076
6,732

215,164

458,877
523

195,608
3,588

16,425
100,016

7,286
24,857

807,183
1,022,348

46,230
141,343

30,811
9,202

202
64,561

292,351

137,972
34,240
29,909

4,595
61,161
11,231

279,109
571,460

31,974
211,864
△15,244

15,772
151,151
395,519

55,368
450,887

1,022,348

2018年

2017年2月28日及び2018年2月28日に終了した連結会計年度

売上収益
売上原価
売上総利益

販売費及び一般管理費
その他の営業収益
その他の営業費用
営業利益

金融収益
金融費用
持分法による投資損益
税引前利益

法人所得税費用
当期利益

当期利益の帰属
親会社の所有者
非支配持分
当期利益

１株当たり当期利益
基本的１株当たり当期利益（円）
希薄化後１株当たり当期利益（円）

452,505
△239,938

212,567

△167,668
4,084
△7,255
41,727

1,353
△1,370

898
42,608

△12,165
30,443

27,052
3,390

30,443

103.43
103.43

469,915
△256,979

212,935

△166,688
8,967
△5,668
49,546

1,090
△1,194
△1,171
48,271

△16,415
31,855

28,486
3,368

31,855

108.92
108.86

2017年 2018年

単位：百万円

当期利益
 
その他の包括利益
純損益に振り替えられることのない項目
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
確定給付制度の再測定
持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分

純損益に振り替えられることのない項目合計

純損益に振り替えられる可能性のある項目
キャッシュ・フロー・ヘッジ
在外営業活動体の換算差額
持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計
税引後その他の包括利益
当期包括利益

当期包括利益の帰属
親会社の所有者
非支配持分
当期包括利益

30,443

2,167
2,905
△411
4,660

164
△118
△333
△286
4,374

34,817

31,393
3,423

34,817

31,855

3,464
2,298
△3

5,758

57
69
70

197
5,955

37,811

34,450
3,360

37,811

2017年 2018年
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連結財政状態計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

連結損益計算書及び連結包括利益計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

連結損益計算書

連結包括利益計算書

2016年3月1日、2017年2月28日及び2018年2月28日現在

資産
流動資産
現金及び現金同等物
営業債権及びその他の債権
その他の金融資産
棚卸資産
その他の流動資産
売却目的で保有する資産
流動資産合計
非流動資産
有形固定資産
のれん
投資不動産
無形資産
持分法で会計処理されている投資
その他の金融資産
繰延税金資産
その他の非流動資産
非流動資産合計
資産合計

負債及び資本
負債
流動負債
社債及び借入金
営業債務及びその他の債務
その他の金融負債
未払法人所得税等
引当金
その他の流動負債
流動負債合計
非流動負債
社債及び借入金
その他の金融負債
退職給付に係る負債
引当金
繰延税金負債
その他の非流動負債
非流動負債合計

負債合計
資本
資本金
資本剰余金
自己株式
その他の資本の構成要素
利益剰余金
親会社の所有者に帰属する持分合計
非支配持分
資本合計

負債及び資本合計

単位：百万円

31,867
122,703

5,852
34,332

5,462
1,049

201,268

459,979
534

189,013
3,426

26,033
94,840

8,974
20,998

803,800
1,005,069

101,229
143,711

31,419
7,117
2,177

54,407
340,062

104,722
32,217
31,760

5,158
57,868
11,836

243,562
583,625

30,000
209,551
△11,281

12,610
127,690
368,571

52,872
421,444

1,005,069

2017年

28,149
117,545

5,947
27,853

8,112
－

187,608

455,375
568

179,442
2,912

26,171
93,941
11,005
14,794

784,211
971,820

89,148
145,537

32,822
8,322
1,826

52,636
330,295

109,885
35,003
32,894

5,193
58,805

4,942
246,724
577,019

30,000
209,565
△11,286

11,615
104,615
344,510

50,290
394,800
971,820

2016年（IFRS移行）

38,883
125,649

4,067
33,755

6,076
6,732

215,164

458,877
523

195,608
3,588

16,425
100,016

7,286
24,857

807,183
1,022,348

46,230
141,343

30,811
9,202

202
64,561

292,351

137,972
34,240
29,909

4,595
61,161
11,231

279,109
571,460

31,974
211,864
△15,244

15,772
151,151
395,519

55,368
450,887

1,022,348

2018年

2017年2月28日及び2018年2月28日に終了した連結会計年度

売上収益
売上原価
売上総利益

販売費及び一般管理費
その他の営業収益
その他の営業費用
営業利益

金融収益
金融費用
持分法による投資損益
税引前利益

法人所得税費用
当期利益

当期利益の帰属
親会社の所有者
非支配持分
当期利益

１株当たり当期利益
基本的１株当たり当期利益（円）
希薄化後１株当たり当期利益（円）

452,505
△239,938

212,567

△167,668
4,084
△7,255
41,727

1,353
△1,370

898
42,608

△12,165
30,443

27,052
3,390

30,443

103.43
103.43

469,915
△256,979

212,935

△166,688
8,967
△5,668
49,546

1,090
△1,194
△1,171
48,271

△16,415
31,855

28,486
3,368

31,855

108.92
108.86

2017年 2018年

単位：百万円

当期利益
 
その他の包括利益
純損益に振り替えられることのない項目
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
確定給付制度の再測定
持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分

純損益に振り替えられることのない項目合計

純損益に振り替えられる可能性のある項目
キャッシュ・フロー・ヘッジ
在外営業活動体の換算差額
持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計
税引後その他の包括利益

当期包括利益

当期包括利益の帰属
親会社の所有者
非支配持分
当期包括利益

30,443

2,167
2,905
△411
4,660

164
△118
△333
△286
4,374

34,817

31,393
3,423

34,817

31,855

3,464
2,298
△3

5,758

57
69
70

197
5,955

37,811

34,450
3,360

37,811

2017年 2018年
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連結持分変動計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

連結キャッシュ・フロー計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

2017年2月28日及び2018年2月28日に終了した連結会計年度 2017年2月28日及び2018年2月28日に終了した連結会計年度

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前利益
　減価償却費及び償却費
　減損損失
　金融収益
　金融費用
　持分法による投資損益（△は益）
　固定資産売却損益（△は益）
　固定資産処分損
　棚卸資産の増減額（△は増加）
　営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）
　営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）
　退職給付に係る負債の増減額（△は減少）
　退職給付に係る資産の増減額（△は増加）
　その他
　　　　　　　　小計
　利息の受取額
　配当金の受取額
　利息の支払額
　補償金の受取額
　法人所得税の支払額
　法人所得税の還付額
　営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出
　有形固定資産の売却による収入
　投資不動産の取得による支出
　投資不動産の売却による収入
　投資有価証券の取得による支出
　投資有価証券の売却による収入
　連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入
　その他
　投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少）
　コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少）
　長期借入れによる収入
　長期借入金の返済による支出
　社債の発行による収入
　社債の償還による支出
　自己株式の取得による支出
　配当金の支払額
　非支配株主への配当金の支払額
　その他
　財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の為替変動による影響
現金及び現金同等物の期末残高

42,608
17,284

774
△1,353

1,370
△898
△1,953

2,051
△6,466
△5,634
△1,778
△1,134
△1,131
△1,684
42,054

207
390

△1,337
7,855

△17,206
1,799

33,764

△26,885
10,423
△12,436

－
△2,463

4,462
－

△1,052
△27,952

△100
3,001

46,000
△42,005

－
－

△21
△7,305
△846
△819
△2,097

3,714
28,149

3
31,867

48,271
18,683

2,576
△1,090

1,194
1,171
△3,103

1,609
△354
△3,557
△1,971
△1,850
△3,455
12,474
70,597

131
330

△1,108
－

△14,833
1,961

57,079

△17,708
2,089
△8,993

1,810
△1,946

2,857
1,839
1,020

△19,030

950
△32,799

16,500
△28,960

34,838
△12,000
△15

△7,822
△911
△827

△31,048
7,000

31,867
15

38,883

2017年 2018年

単位：百万円

2016年３月１日時点の残高
当期利益
その他の包括利益
当期包括利益合計

新株の発行
自己株式の取得
自己株式の処分
配当金
支配継続子会社に対する持分変動
株式に基づく報酬取引
その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
その他
所有者との取引額合計

2017年２月28日時点の残高
当期利益
その他の包括利益
当期包括利益合計

新株の発行
自己株式の取得
自己株式の処分
配当金
支配継続子会社に対する持分変動
株式に基づく報酬取引
その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
その他
所有者との取引額合計

2018年２月28日時点の残高

－
－

△154
△154
－
－
－
－
－
－
－
－
－

△154
－
92
92
－
－
－
－
－
－
－
18
18
△43

△11,286
－
－
－
－

△10
15
－
－
－
－
－
4

△11,281
－
－
－
－

△3,963
0
－
－
－
－
－

△3,962
△15,244

209,565
－
－
－
－
－
△0
－
－

△14
－
－

△14
209,551

－
－
－

1,974
－
△0
－

△56
395
－
－

2,313
211,864

その他の包括利益を
通じて公正価値で
測定する金融資産

キャッシュ・
フロー・
ヘッジ

在外営業
活動体の
換算差額

自己株式資本剰余金

30,000
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

30,000
－
－
－

1,974
－
－
－
－
－
－
－

1,974
31,974

資本金

73
－

△140
△140
－
－
－
－
－
－
－
－
－

△66
－

111
111
－
－
－
－
－
－

△60
－

△60
△15

親会社の所有者に帰属する持分

単位：百万円

11,542
－

2,065
2,065
－
－
－
－
－
－

△775
－

△775
12,832

－
3,471
3,471
－
－
－
－
－
－

△472
－

△472
15,831

その他の資本の構成要素

2016年３月１日時点の残高
　当期利益
　その他の包括利益
　　当期包括利益合計
　新株の発行
　自己株式の取得
　自己株式の処分
　配当金
　支配継続子会社に対する持分変動
　株式に基づく報酬取引
　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
　その他
　　所有者との取引額合計
2017年２月28日時点の残高
　当期利益
　その他の包括利益
　　当期包括利益合計
　新株の発行
　自己株式の取得
　自己株式の処分
　配当金
　支配継続子会社に対する持分変動
　株式に基づく報酬取引
　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
　その他
　　所有者との取引額合計
2018年２月28日時点の残高

344,510
27,052

4,341
31,393

－
△10

14
△7,323

－
△14
－
△0

△7,333
368,571

28,486
5,963

34,450
3,948
△3,963

0
△7,846
△56
395
－
18

△7,502
395,519

104,615
27,052

－
27,052

－
－
－

△7,323
－
－

3,345
△0

△3,977
127,690

28,486
－

28,486
－
－
－

△7,846
－
－

2,820
－

△5,025
151,151

11,615
－

4,341
4,341
－
－
－
－
－
－

△3,345
－

△3,345
12,610

－
5,963
5,963
－
－
－
－
－
－

△2,820
18

△2,801
15,772

合計非支配持分
合計利益剰余金

合計

－
－

2,570
2,570
－
－
－
－
－
－

△2,570
－

△2,570
－
－

2,287
2,287
－
－
－
－
－
－

△2,287
－

△2,287
－

確定給付制度
の再測定

50,290
3,390

32
3,423
－
－
－

△840
－
－
－
△0

△840
52,872

3,368
△7

3,360
－
－
－

△911
56
－
－

△10
△865

55,368

親会社の所有者に帰属する持分

394,800
30,443

4,374
34,817

－
△10

14
△8,163

－
△14
－
△0

△8,174
421,444

31,855
5,955

37,811
3,948
△3,963

0
△8,757

－
395
－
8

△8,367
450,887

その他の資本の構成要素
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連結持分変動計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

連結キャッシュ・フロー計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社

2017年2月28日及び2018年2月28日に終了した連結会計年度 2017年2月28日及び2018年2月28日に終了した連結会計年度

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前利益
　減価償却費及び償却費
　減損損失
　金融収益
　金融費用
　持分法による投資損益（△は益）
　固定資産売却損益（△は益）
　固定資産処分損
　棚卸資産の増減額（△は増加）
　営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）
　営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）
　退職給付に係る負債の増減額（△は減少）
　退職給付に係る資産の増減額（△は増加）
　その他
　　　　　　　　小計
　利息の受取額
　配当金の受取額
　利息の支払額
　補償金の受取額
　法人所得税の支払額
　法人所得税の還付額
　営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出
　有形固定資産の売却による収入
　投資不動産の取得による支出
　投資不動産の売却による収入
　投資有価証券の取得による支出
　投資有価証券の売却による収入
　連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入
　その他
　投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少）
　コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少）
　長期借入れによる収入
　長期借入金の返済による支出
　社債の発行による収入
　社債の償還による支出
　自己株式の取得による支出
　配当金の支払額
　非支配株主への配当金の支払額
　その他
　財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の為替変動による影響
現金及び現金同等物の期末残高

42,608
17,284

774
△1,353

1,370
△898
△1,953

2,051
△6,466
△5,634
△1,778
△1,134
△1,131
△1,684
42,054

207
390

△1,337
7,855

△17,206
1,799

33,764

△26,885
10,423
△12,436

－
△2,463

4,462
－

△1,052
△27,952

△100
3,001

46,000
△42,005

－
－

△21
△7,305
△846
△819
△2,097

3,714
28,149

3
31,867

48,271
18,683

2,576
△1,090

1,194
1,171
△3,103

1,609
△354
△3,557
△1,971
△1,850
△3,455
12,474
70,597

131
330

△1,108
－

△14,833
1,961

57,079

△17,708
2,089
△8,993

1,810
△1,946

2,857
1,839
1,020

△19,030

950
△32,799

16,500
△28,960

34,838
△12,000
△15

△7,822
△911
△827

△31,048
7,000

31,867
15

38,883

2017年 2018年

単位：百万円

2016年３月１日時点の残高
当期利益
その他の包括利益
当期包括利益合計

新株の発行
自己株式の取得
自己株式の処分
配当金
支配継続子会社に対する持分変動
株式に基づく報酬取引
その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
その他
所有者との取引額合計

2017年２月28日時点の残高
当期利益
その他の包括利益
当期包括利益合計

新株の発行
自己株式の取得
自己株式の処分
配当金
支配継続子会社に対する持分変動
株式に基づく報酬取引
その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
その他
所有者との取引額合計

2018年２月28日時点の残高

－
－

△154
△154
－
－
－
－
－
－
－
－
－

△154
－
92
92
－
－
－
－
－
－
－
18
18

△43

△11,286
－
－
－
－

△10
15
－
－
－
－
－
4

△11,281
－
－
－
－

△3,963
0
－
－
－
－
－

△3,962
△15,244

209,565
－
－
－
－
－
△0
－
－

△14
－
－

△14
209,551

－
－
－

1,974
－
△0
－

△56
395
－
－

2,313
211,864

その他の包括利益を
通じて公正価値で
測定する金融資産

キャッシュ・
フロー・
ヘッジ

在外営業
活動体の
換算差額

自己株式資本剰余金

30,000
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

30,000
－
－
－

1,974
－
－
－
－
－
－
－

1,974
31,974

資本金

73
－

△140
△140
－
－
－
－
－
－
－
－
－

△66
－

111
111
－
－
－
－
－
－

△60
－

△60
△15

親会社の所有者に帰属する持分

単位：百万円

11,542
－

2,065
2,065
－
－
－
－
－
－

△775
－

△775
12,832

－
3,471
3,471
－
－
－
－
－
－

△472
－

△472
15,831

その他の資本の構成要素

2016年３月１日時点の残高
　当期利益
　その他の包括利益
　　当期包括利益合計
　新株の発行
　自己株式の取得
　自己株式の処分
　配当金
　支配継続子会社に対する持分変動
　株式に基づく報酬取引
　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
　その他
　　所有者との取引額合計
2017年２月28日時点の残高
　当期利益
　その他の包括利益
　　当期包括利益合計
　新株の発行
　自己株式の取得
　自己株式の処分
　配当金
　支配継続子会社に対する持分変動
　株式に基づく報酬取引
　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替
　その他
　　所有者との取引額合計
2018年２月28日時点の残高

344,510
27,052

4,341
31,393

－
△10

14
△7,323

－
△14
－
△0

△7,333
368,571

28,486
5,963

34,450
3,948

△3,963
0

△7,846
△56
395
－
18

△7,502
395,519

104,615
27,052

－
27,052

－
－
－

△7,323
－
－

3,345
△0

△3,977
127,690

28,486
－

28,486
－
－
－

△7,846
－
－

2,820
－

△5,025
151,151

11,615
－

4,341
4,341
－
－
－
－
－
－

△3,345
－

△3,345
12,610

－
5,963
5,963
－
－
－
－
－
－

△2,820
18

△2,801
15,772

合計非支配持分
合計利益剰余金

合計

－
－

2,570
2,570
－
－
－
－
－
－

△2,570
－

△2,570
－
－

2,287
2,287
－
－
－
－
－
－

△2,287
－

△2,287
－

確定給付制度
の再測定

50,290
3,390

32
3,423
－
－
－

△840
－
－
－
△0

△840
52,872

3,368
△7

3,360
－
－
－

△911
56
－
－

△10
△865

55,368

親会社の所有者に帰属する持分

394,800
30,443

4,374
34,817

－
△10

14
△8,163

－
△14
－
△0

△8,174
421,444

31,855
5,955

37,811
3,948

△3,963
0

△8,757
－

395
－
8

△8,367
450,887

その他の資本の構成要素
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